






別紙２

担当部署 手続名 手続内容詳細 連携情報 個人情報の取得根拠（使用用途） 備考

1 こども家庭課
児童手当等の受給資格及
び児童手当の額について
の認定請求

児童手当等を受給するための資格と手
当額を認定請求するもの

氏名、住所、マイナンバー、電話番号、生年月日・年齢、
加入年金、口座情報、職業、所得・課税情報、家族状況
（配偶者の有無等）

・児童手当法施行規則第一条の４第２項第８号に基づき所
得制限限度額及び所得上限限度額内かどうかを確認するた
め所得証明書を添付する。
・児童手当法施行規則第一条の４第２項第１０号に基づき
被用者・非被用者の別を確認するため加入年金を記載す
る。
・児童手当法第四条に基づき支給要件を満たす者を確認す
るため受給者の配偶者の有無を確認するため記載する。
※児童手当法第七条及び児童手当法施行規則第一条の４第
２項各号に基づく届出

2 こども家庭課
児童手当等の額の改定の
請求及び届出

児童手当等を受給している対象児童
（養育する児童）の増減によって手当
額の改定を請求するもの
（例：増額⇒出生
　　　減額⇒施設入所）

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢、養育している児
童状況

児童手当法施行規則第二条第２項に基づき支給対象児童の
増減を記載する。
※児童手当法第九条及び児童手当法施行規則第二条第２項
に基づく届出

3 こども家庭課
氏名変更／住所変更等の
届出

児童手当等を受給している受給者及び
配偶者が婚姻や離婚等によって氏名が
変更した場合や、転居等で住所が変更
した場合、加入する年金が変更した場
合に届出をするもの

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢、加入年金、家族
状況（婚姻・離婚、養子縁組等）

※児童手当法施行規則第五条及び第六条及び第六条の２に
基づく届出

4 こども家庭課 受給事由消滅の届出

児童手当等を受給している受給者が養
育している児童の状況に変化があった
場合や、本市を転出する場合、その
他、公務員に採用された場合等受給要
件を満たさなくなったときに届出をす
るもの

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢、養育している児
童状況

※児童手当法施行規則第七条に基づく届出

5 こども家庭課
未支払の児童手当等の請
求

児童手当等の受給者が死亡したとき、
未支払分の児童手当等を請求するもの

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢、受給者の死亡
日、支給対象児童、口座情報

※児童手当法第十二条に基づく届出

6 こども家庭課
児童手当等に係る寄附の
申出

児童手当等の受給者が本市に対し、児
童手当等を受給する前に寄附を申し出
るもの

氏名、住所 ※児童手当法第二十条に基づく届出

7 こども家庭課
児童手当に係る寄附変更
等の申出

児童手当等の受給者が申し出ている寄
付について変更や撤回を申し出るもの

氏名、住所 ※児童手当法第二十条に基づく届出

8 こども家庭課
受給資格者の申出による
学校給食費等の徴収等の
申出

受給している児童手当等から学校給食
費（学校徴収金・保育料・児童クラブ
利用料）の徴収等を申し出るもの

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢 ※児童手当法第二十一条に基づく届出

9 こども家庭課
受給資格者の申出による
学校給食費等の徴収等の
変更等の申出

受給している児童手当等から学校給食
費（学校徴収金・保育料・児童クラブ
利用料）の徴収等について変更や撤回
を申し出るもの

氏名、住所 ※児童手当法第二十一条に基づく届出

10 こども家庭課 児童手当等の現況届
児童手当等の受給者が６月１日現在で
の養育状況等受給要件を届出るもの

氏名、住所、電話番号、生年月日・年齢、加入年金、職
業、所得課税情報、家族状況（配偶者の有無等）

・児童手当法第四条に基づき支給要件を満たす者を確認す
るため受給者の配偶者の有無を確認するため記載する。
・児童手当法施行規則第一条の４第２項第８号に基づき所
得証明書を添付する。
児童手当法施行規則第一条の４第２項第１０号に基づき加
入年金を記載する。
※児童手当法施行規則第四条に基づく届出

11 保育幼稚園課 支給認定の申請
施設型給付費・地域型保育給付費に係
る支給認定についての申請

保護者（氏名、住所、連絡先、年齢、生年月日、勤務先・
学校等、マイナンバー、児童との続柄、昨年度１月１日時
点の住所地、今年度１月１日時点の住所地）、児童本人
（氏名、年齢、生年月日、マイナンバー、健康状態（２・
３号申請のみ））保護者以外の同居者（続柄、氏名、年
齢、生年月日、勤務先・学校等）、児童の祖父母[同居・別
居に関わらず]（氏名、住所）、児童扶養手当の受給の有
無・出産予定日・障がい者同居の有無・生活保護受給の有
無

マイナンバー…「行政手続きにおける特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律」及び「子ども・子育
て
支援法施行規則」の一部改正に伴い手続きの際にマイナン
バー（マイナンバー）の記入が必要であるため。
マイナンバー・昨年度１月１日時点の住所地、今年度１月
１日時点の住所地・児童扶養手当・障がい・生活保護の個
人情報…利用者負担額決定のため
◇利用者負担額　根拠法令◇
・子ども・子育て支援法　第27条第3項第2号、第28条第2項
各号、第29条第3項第2号、第30条第2項各号
・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定
子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準　13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運
営に関する基準を定める条例13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係
る利用者負担額を定める規則

12 保育幼稚園課 保育施設等の利用申込 保育施設入所希望申請

保護者（氏名、住所、連絡先、年齢、生年月日、勤務先・
学校等、マイナンバー、児童との続柄、昨年度１月１日時
点の住所地、今年度１月１日時点の住所地）、児童本人
（氏名、年齢、生年月日、マイナンバー、健康状態（２・
３号申請のみ））保護者以外の同居者（続柄、氏名、年
齢、生年月日、勤務先・学校等）、児童の祖父母[同居・別
居に関わらず]（氏名、住所）、児童扶養手当の受給の有
無・出産予定日・障がい者同居の有無・生活保護受給の有
無

マイナンバー…「行政手続きにおける特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律」及び「子ども・子育
て
支援法施行規則」の一部改正に伴い手続きの際にマイナン
バー（マイナンバー）の記入が必要であるため。
マイナンバー・昨年度１月１日時点の住所地、今年度１月
１日時点の住所地・児童扶養手当・障がい・生活保護の個
人情報…利用者負担額決定のため
◇利用者負担額　根拠法令◇
・子ども・子育て支援法　第27条第3項第2号、第28条第2項
各号、第29条第3項第2号、第30条第2項各号
・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定
子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準　13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運
営に関する基準を定める条例13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係
る利用者負担額を定める規則

13 保育幼稚園課 保育施設等の現況届
次年度も保育施設に入所継続を希望す
る申請

保護者（氏名、住所、連絡先、年齢、生年月日、勤務先・
学校等、児童との続柄）、児童本人（氏名、年齢、生年月
日、在園施設名）保護者以外の同居者（続柄、氏名、年
齢、生年月日、勤務先・学校等）、児童の祖父母[同居・別
居に関わらず]（氏名、住所）、児童扶養手当の受給の有
無・出産予定日・障がい者同居の有無・生活保護受給の有
無

児童扶養手当・障がい・生活保護の個人情報…利用者負担
額決定のため
◇利用者負担額　根拠法令◇
・子ども・子育て支援法　第27条第3項第2号、第28条第2項
各号、第29条第3項第2号、第30条第2項各号
・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定
子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準　13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運
営に関する基準を定める条例13条
・佐賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に係
る利用者負担額を定める規則

14 こども家庭課
児童扶養手当の現況届の
事前送信

児童扶養手当の受給者が８月１日現在
での養育状況等受給要件に該当するか
どうかを確認する届出の事前送信を行
うもの

 今後実施予定
証書番号、氏名、勤務先名、勤務先電話番号、支払金融機
関の変更の有無、扶養親族の人数、公的年金及び遺族補償
等の受給の有無、本年及び前年の被災の有無

・児童扶養手当法施行令第二条の四に基づき支給要件を満
たす者を確認するため受給者の扶養親族の人数を記載す
る。
・児童扶養手当法第十三条の二に基づき年金受給状況を確
認するため年金受給の有無を記載する。
・児童扶養手当法第十二条に基づき被災の有無を記載す
る。

※児童扶養手当法施行規則第四条に基づく届出

詳細が決まったため、追記

15 健康づくり課 妊娠の届出
診察を受け、妊娠及び出産予定日が確
定し、産婦人科から妊娠届出書を渡さ
れた際に申請するもの

マイナンバー、氏名、 性別、生年月日、年齢、住所、電話
番号、 印影、家族状況、 健康状況、身体状況、職業 ・職歴

母子保健法施行細則第2条により、マイナンバー、氏名、生
年月日、年齢、住所、電話番号等を記載する 連携情報の内容に誤りがあったため、修正
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担当部署 手続名 手続内容 連携情報 個人情報の取得根拠（使用用途） 備考

1 高齢福祉課
要介護・要支援認定の申
請

介護保険サービスの利用を希望する人
が、佐賀中部広域連合や佐賀市高齢福
祉課に要介護（要支援）認定の申請を
行う。申請できる人は、65歳以上の方
（第1号被保険者）と、特定疾病に該
当し介護や支援が必要な40歳以上65歳
未満の方（第2号被保険者）。

被保険者（マイナンバー、氏名、フリガナ、生年月日、年
齢、性別、住所、電話番号、前回認定結果情報、医療保険
被保険者証記号番号、疾病名、世帯状況）、家族連絡先
（氏名、フリガナ、続柄、電話番号）、立会人（氏名、フ
リガナ、続柄、電話番号、現在いる場所、本人の状況）、
提出者（氏名、住所、被保険者との関係、電話番号）、代
筆者（氏名、被保険者との関係）

介護保険法施行規則第35条・第49条

2 高齢福祉課
要介護・要支援更新認定
の申請

引き続き介護保険サービスを利用した
い場合は、有効期間満了日の60日前か
ら満了日までの間に、佐賀中部広域連
合や佐賀市高齢福祉課に要介護（要支
援）の更新申請を行う。

同上 介護保険法施行規則第40条・第54条

3 高齢福祉課
要介護・要支援状態区分
変更認定の申請

要介護認定の有効期間内に心身の状態
が変化し、現在の要介護状態区分に該
当しなくなった場合に、佐賀中部広域
連合や佐賀市高齢福祉課に要介護（要
支援）の区分変更申請を行う。

同上 介護保険法施行規則第42条・第55条の2

4 高齢福祉課
居住(介護予防)サービス
計画作成(変更)依頼の届
出

介護保険サービスの利用を希望する人
が、利用する事業所と契約し、佐賀中
部広域連合や佐賀市高齢福祉課に申請
を行う。

申請区分、被保険者の情報（被保険者番号、マイナン
バー、フリガナ、氏名）、事業所の情報（居宅介護・介護
予防事業所名、事業所の種別、事業所の住所、事業所の電
話番号、事業所番号、担当者（ケアマネジャーの氏名）、
介護予防支援を受託する事業所の情報（居宅介護支援事業
所名、居宅介護支援事業所の住所、居宅介護支援事業所の
電話番号）、変更の理由、事業所を変更される年月日、本
人同意

介護保険法施行規則第77条

5 高齢福祉課
介護保険負担割合証の再
交付申請

紛失等の理由により負担割合証の再交
付が必要な者若しくはその代理者によ
る、負担割合証の交付申請。

申請者（氏名、フリガナ、住所、電話番号、被保険者の関
係）、被保険者（マイナンバー、氏名、フリガナ、住所、
生年月日、性別）

介護保険法施行規則第28条の2 4

6 高齢福祉課 被保険者証の再交付申請
紛失等の理由により被保険者証の再交
付が必要な者若しくはその代理者によ
る、被保険者証の交付申請。

同上
介護保険法施行規則第27条により、氏名、性別、生年月日
及び住所、再交付申請の理由、（同条に規定する証明書を
提示しない場合は）マイナンバーを記載する。

7 高齢福祉課
高額介護(予防)サービス
費の支給申請

高額介護（予防）サービス費支給対象
となる方に佐賀中部広域連合より支給
申請書を送付し、振込先の口座を記載
後佐賀中部広域連合や佐賀市高齢福祉
課に申請を行う。

被保険者（マイナンバー、氏名、フリガナ、生年月日、年
齢、性別、住所、電話番号、世帯構成、口座情報、死亡
日）、申請者（住所、氏名、電話番号、連絡先：住所、氏
名、電話番号、申請者との関係）

介護保険法施行規則第83条の4
※口座情報は、高額介護（予防）サービス費を支給する際
に必要

8 高齢福祉課
介護保険負担限度額認定
申請

施設サービスや施設のショートステイ
サービスを利用する方で食費、居住費
の補足給付を希望する場合に佐賀中部
広域連合や佐賀市高齢福祉課に申請を
行う。

被保険者（マイナンバー、氏名、フリガナ、生年月日、年
齢、性別、住所、電話番号、入所（院）施設の名称住所電
話番号、収入に関すること、預貯金等に関すること）、配
偶者（有無、氏名、フリガナ、マイナンバー、生年月日、
住所、１月１日現在の住所、電話番号、課税状況）、申請
者（氏名、連絡先、住所、被保険者との関係）

介護保険法施行規則第83条の6、第83条の8
※収入、預貯金情報は、介護保険負担限度額認定の判定を
する際に必要

9 高齢福祉課
居宅介護(介護予防)福祉
用具購入費の支給申請

要介護（要支援）の介護認定を受けた
方で福祉用具購入による介護給付費の
給付を希望する場合に佐賀中部広域連
合に申請を行う。

被保険者の情報（被保険者番号、マイナンバー、フリガ
ナ、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号）、提出代行
者の情報（氏名、被保険者との関係、事務所の名称、事務
所の種別、事務所の住所、事務所の電話番号）、福祉用具
の情報（福祉用具の種目、製造事業者名、販売事業者名、
金額、福祉用具が必要な理由）、振込口座の情報（金融機
関名、金融機関種別、金融機関コード、金融機関支店名、
種別、店舗コード、口座種別、口座番号、フリガナ、口座
名義人）

介護保険法施行規則第71条、第90条
※振込口座の情報は、居宅介護(介護予防)福祉用具購入費
を支給する際に必要

居宅介護(介護予防)住宅
改修費の支給申請（改修
前）

要介護（要支援）の介護認定を受けた
方で住宅改修をする前に事前の算定を
行い、算定額をもとに住宅改修を行う
かを確認するため佐賀中部広域連合に
申請を行う。

被保険者の情報（被保険者番号、マイナンバー、フリガ
ナ、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号）、提出代行
者の情報（氏名、被保険者との関係、事務所の名称、事務
所の種別、事務所の住所、事務所の電話番号）、住宅改修
の情報（住宅改修の内容、住宅改修を行う業者名、着工予
定日、完了予定日、住宅改修見積額）

介護保険法施行規則第75条　1-4、第94条　1-4

居宅介護(介護予防)住宅
改修費の支給申請（改修
後）

要介護（要支援）の介護認定を受けた
方で事前の算定額をもとに住宅改修を
した後で変更等がないかを含め着工後
の住宅改修が適切に行われているかを
確認するため佐賀中部広域連合に申請
を行う。

事前申請の情報（被保険者番号、氏名）、提出代行者の情
報（氏名、被保険者との関係、事務所の名称、事務所の種
別、事務所の住所、事務所の電話番号）、住宅改修の情報
（住宅改修を行った住宅の住所、着工日、完了日、住宅改
修費実績額、見積額から実績額で変更があった場合の理
由）、振込口座の情報（金融機関名、金融機関コード、金
融機関支店名、店舗コード、口座種別、口座番号、フリガ
ナ、口座名義人）

介護保険法施行規則第75条　5-7、第94条　5-7
※振込口座の情報は、居宅介護(介護予防)住宅改修費を支
給する際に必要

11 高齢福祉課
住所移転後の要介護・要
支援認定申請

被保険者の資格を取得した日（転入
日）から14日以内に、転出元市町村か
ら交付された受給資格証明書を添えて
要介護（要支援）認定の申請を行う。

被保険者（マイナンバー、氏名、フリガナ、生年月日、年
齢、性別、住所、電話番号、前回認定結果情報）、代筆者
（氏名、被保険者との関係）

介護保険法第36条・介護保険法施行規則第35条・第49条

担当部署 手続名 手続内容 連携情報 個人情報の取得根拠（使用用途） 備考

1 市民生活課
引っ越しワンストップ
サービス（転出届、転
入・転居予約の申請）

転出届及び転入届・転居届の予約

氏名、生年月日、性別、電話番号、マイナンバー、メール
アドレス、現住所、異動者の選択（全員又は一部）、世帯
情報、異動日、新住所、関連手続情報の選択（介護、児童
手当、健康保険、年金、犬、バイクの所有の有無、印鑑登
録、障害者手帳の有無、ひとり親家庭、妊婦）、新住所の
自治体名、新住所自治体への来庁予定日）

転出（住民基本台帳法第24条により、氏名、転出先及び転
出の予定年月日を記載する。）
転入（住民基本台帳法第22条により、氏名、住所、異動
日、従前の住所、続柄、住民票コード等を記載する。）
転居（住民基本台帳法第23条により、氏名、住所、異動
日、従前の住所、続柄を記載する。）
関連手続情報については、住所異動に伴う各部署の手続を
把握するため、記載が必要である。

手続内容に「転居届の予約」を追加
連携情報の内容に誤りがあったため、修正

10 高齢福祉課

介護関係（11手続）

住民異動関係
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